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　平成 29 年度決算においては、全会計（一般会計と4 特別会計）合計の財務諸表（貸借対照表、正味財産
増減計算書）と、各会計別にそれぞれ内訳表を作成している。また、財産目録を作成している。
　なお、収支計算書についても参考として作成している。

⒈ 貸借対照表

⑴資産の部
　流動資産合計は681,704千円で、前年度に比べ173,404千円増加となった。この主な要因は前受金とし
て入金された次年度講習受講料の増加による「現金預金」の増加のためであり、大半を占める「現金預金」
は、599,771千円となった。
　また、固定資産合計 3,260,750 千円で、前年度に比べ 3,268千円増加となっており、大半を占める「長期活
動目的特定資産」（預金）は、前年度と変わらず 2,684,178千円、資産合計は 3,942,455 千円で前年度に比べ
176,673千円増加となった。

⑵負債の部
　流動負債合計は、301,785 千円で前年度に比べ153,874千円増加となった。この主な要因は、平成 30 年
度分の登録講習受講料の前受金であり、「前受金」は168,804千円となった。
　また、固定負債合計は 369,260 千円で前年度に比べ15,994千円増加となり、負債合計は、671,045 千円で
前年度に比べ169,868千円増加となった。

⑶正味財産の部
　「正味財産合計」は 3,271,410 千円で前年度に比べ 6,804千円増加となった。この主な要因は、加入金当
期繰入額 8,400 千円の「基金」の増加のためである。

第●章　平成29年度　財務諸表及び財産目録1
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①貸借対照表（平成 30 年 3月31日現在）	 （単位：千円）
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②貸借対照表内訳表（平成 30 年 3月31日現在）	 （単位：千円）
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⒉ 正味財産増減計算書

　経常収益計は、1,650,500 千円となっており、前年度に比べ 4,304千円減少となった。
　うち一般会計は1,470,852 千円で、大半を占める「受取会費」は1,399,667千円、紛争解決手続負担金収
益は平成 29 年度において非協会員の当該負担金を50 千円から100 千円に改定したことにより、前年度に
比べ 30,000 千円ほど増加の 66,716 千円となった。
　特別会計については、「試験受験料収益」は 99,280 千円（＠ 8,500×11,680人）、「主任者登録手数料収
益」は14,291千円（＠ 3,150×4,537人）、「主任者講習受講料収益」は 51,342 千円（＠15,940×3,221人）
などとなっている。
　経常費用は、事業費1,264,532 千円、管理費384,087千円、計1,648,619 千円で、前年度に比べ 92,439 千
円圧縮となっている。
　事業費の「給料手当」は事業部門担当職員分656,996千円となった。この要因は協会業務の特性として、
監査や相談・苦情・紛争解決業務等に人員が必要となるためであるが、定年退職者の後任を補充しないこ
とにより、給料手当の削減を図り、前年度に比べ 58,590 千円削減となった。
　「委託費」は121,204千円で、内訳は、一般会計ではアンケート調査などで合計 28,698千円となっており、
特別会計は、貸金業務取扱主任者試験や登録講習などの業務委託費用などで合計 92,504千円となった。
これら委託費についても内製化により前年比 13,834千円縮減した。
　「カウンセリング賛助会費」は、日本クレジットカウンセリング協会へ、賛助金負担の削減等交渉を引き続
き実施し、前年度に比べ 3,000 千円減額をし、66,000 千円となった。ピーク時120,000 千円からほぼ半減
を実現した。
　「賃借料」は、支部事務所賃借料等で、より安価な事務所への移転等により、前年度に比べ 6,563 千円縮
減、84,082 千円となった。
　管理費については、384,087千円で 5,634千円の増となったが、増加要因は一昨年に係る退職給付費用の
増加によるものが大きなウエイトを占めている。
　この結果、当期経常増減額は1,880 千円の増、うち一般会計は、57,711千円の増となった。
　「法人税、住民税及び事業税」は 3,476 千円となった。
　これにより、「当期一般正味財産増減額」は、1,595 千円の減、「基金」については、当期加入金繰入により
8,400 千円の増となり、正味財産期末残高は前年度に比べ 6,804千円増加し、3,271,410 千円となった。



平成 29 年度 年次報告書82

第
１
編　

協
会
活
動
報
告

第
２
編　

財
務
報
告

第
３
編　

資
料

｜ 第２編 財務報告 ｜  

①正味財産増減計算書（平成 29 年 4月1日から平成 30 年 3月31日まで）	 （単位：千円）
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	 （単位：千円）
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②正味財産増減計算書内訳表（平成 29 年 4月1日から平成 30 年 3月31日まで）	 （単位：千円）
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	 （単位：千円）
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⒊ 財務諸表に対する注記

⑴重要な会計方針
　「公益法人会計基準」（平成 20 年 4月11日、平成 21年10月16日改正内閣府公益認定等委員会）を採用 
している。

①棚卸資産の評価基準及び評価方法
　棚卸資産については最終仕入原価法による。

②固定資産の減価償却の方法
　定額法による減価償却を実施している。

③引当金の計上基準
　退職給付引当金 ............... 職員に対する引当金のほかに、常勤役員等に対する退職慰労引当金を含み、 

 それぞれの計上基準は、退職金規程及び常勤役員等退職慰労金規則に基づく 
 期末要支給額に相当する金額を計上している。

④リース取引の処理方法
　所有権移転外ファイナンスリースについては、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理による。

⑤消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

⑵特定資産の増減額及びその残高
　特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。	 （単位：千円）

（注 1）	� 長期活動目的特定資産については、旧各協会等からの寄付のうち、将来の活動のために留保しておく資産である。
（注 2）	 退職給付引当資産については、将来の退職給付のために留保した資産である。

⑶特定資産の財源等の内訳
　特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。	 （単位：千円）
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⑷固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。	（単位：千円）

⑸未収会費・加入金の内訳	 （単位：千円）

未収会費

平成29年度上期以前 414

平成29年度下期 1,282

合計 1,696

※退会・除名・廃業・不更新・取消業者に係る未収会費・加入金は含まない。

⑹基金の増減額及びその残高
　基金の増減額及びその残高は、次のとおりである。	 （単位：千円）

（注）基金については、協会員の加入金であり、定款第 66 条の定め及び経理規則第 31条に基づき、基金として受け入れている。

⒋ 附属明細書

⑴基金及び特定資産の明細
　財務諸表に対する注記に記載のとおりである。

⑵引当金の明細	 （単位：千円）
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⒌ 財産目録

財産目録（平成 30 年 3月31日現在）	 （単位：千円）
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⒍ 収支計算書（参考）

①収支計算書（平成 29 年 4月1日から平成 30 年 3月31日まで）	 （単位：千円）
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②収支計算書内訳表（平成 29 年 4月1日から平成 30 年 3月31日まで）	 （単位：千円）
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	 （単位：千円）
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⒎ 収支計算書に対する注記

⑴資金の範囲
　資金の範囲には、現金、普通預金、未収会費・加入金、未収金、前払費用、前払金、仮払金、立替金、貯蔵品、 
棚卸商品、未払金、仮受金、前受金、前受会費、源泉所得税預り金、社会保険料等預り金、未払消費税等、 
未払法人税等を含めている。
　なお、前期末及び当期末残高は、下記⑵に記載するとおりである。

⑵次期繰越収支差額に含まれる資産及び負債の内訳	 （単位：千円）

（注 1）	 未払金期末残高には、未払賞与相当額（前期 69 百万円、当期 62 百万円）が含まれる。




